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［第 2 章］「時効期間の合意による変更―2008 年フランス時効法改正以前の議論を中心に」 




     法と政治 69 巻 2 号Ⅱ（2018 年）1057-1099 頁。 
 
［第 4 章］「当事者間で合意された期間の性質―消滅時効期間（délai de prescription 
extinctive）と訴権消滅期間（délai de forclusion）」 
     法と政治 70 巻 4 号（2020 年 2 月発行予定）掲載頁未定。 
 
［第 5 章］書き下ろし 
 

















第 1章 序論 



























1 梅謙次郎『訂正増補 民法要義巻之一』（有斐閣，1984 年，明治 44 年版復刻）369 頁，富井政章『訂正
増補 民法原論第一巻』（有斐閣，1985 年，大正 11 年合冊版復刻）625 頁など。 
2 たとえば，我妻榮『新訂 民法総則』（岩波書店，1965 年）430-432 頁，潮見佳男『民法総則講義』（有
斐閣，2005 年）263-264 頁，星野英一『民法概論Ⅰ』（良書普及会，改訂版，1986 年）249-253 頁，佐久
間毅ほか『民法Ⅰ 総則』（有斐閣，第 2 版，2018 年）276-277 頁，佐久間毅『民法の基礎１総則』（有斐
閣，第 4 版，2018 年）393-395 頁などにおいて，これら通説的見解が述べられている。 

































『健康で文化的な最低限度の生活を営む権利』を構成するといえる（憲法 25 条）。そして，国民年金法 1






4 松久三四彦『時効制度の構造と解釈』（有斐閣，2011 年）42 頁，初出「消滅時効制度の根拠と中断の範








険契約者の請求権の消滅時効期間が 3 年に延長されていたり6，また，改正前民法 637 条7に







具体的には，損害保険の場合には 2 年，生命保険の場合には 3 年，傷害・疾病保険については，損保会社















8 改正前民法 637 条～同 639 条については，芦野訓和「請負人の担保責任」椿寿夫・三林宏『権利消滅期




跡』（信山社，1994 年），時効期間の合意による変更に関するフランス語文献としては，R. Péquignot, De 
la prescription conventionnelle : thèse pour le doctorat, Paris. 1905., R.Cario, Les modifications 


































11 岡松参太郎『註釈 民法理由 上巻 総則編』（有斐閣，訂正 12 版，1899 年）373-374 頁，鳩山秀夫『法
律行為乃至時効』（巖松堂書店，第 2 版，1912 年）595-596 頁，中島玉吉『民法釈義巻之一』（金刺芳流
堂，1915 年）812-813 頁，穂積重遠『民法Ⅰ 民法総則』（日本評論社，1936 年）444 頁，於保不二雄
『民法総則』（有信堂，1951 年）291-292 頁，我妻・前掲注（2）452-453 頁，星野・前掲注（2）289
頁，幾代通『民法総則』（青林書院，1984 年）548-549 頁，加藤雅信『新民法大系Ⅰ 民法総則』（有斐
閣，2002 年）393 頁，潮見・前掲注（2）264-265 頁，四宮・能見・前掲注（3）489-490 頁など。 
12 金山正信『民法総則』（ミネルヴァ書房，1956 年）253 頁，我妻・前掲注（2）452-453 頁，星野・前
掲注（2）289 頁，幾代・前掲注（11）548-549 頁，加藤・前掲注（11）393 頁，潮見・前掲注（2）264-
265 頁など。 
13 金山（正）・前掲注（12）253 頁。 
14 岡松・前掲注（11）373-374 頁。 
15 中島・前掲注（11）812-813 頁，幾代・前掲注（11）548-549 頁。 















配当金請求権の権利行使期間に関する判例として，大審院昭和 2 年 8 月 3 日民集 6 巻 484
頁がある17。事案は以下のとおりである。 
上告人（控訴人，原告）は，被上告人たる会社（被控訴人，被告）の株主として 490 株


























































19 金山直樹「権利の時間的制限」ジュリスト 1126 号（1998 年）233-234 頁。 





































21 佐久間・前掲注（2）407-408 頁。 
22 吉井・前掲注（17）76-78 頁。 































































第 3節 民法（債権関係）改正時の議論概要 
  第 1 款 時効研究会による提案 
2008 年に時効研究会から改正提案が示されており，その中で時効期間の合意による変更
に関する規定も提案されているため，以下，条文案と提案理由を確認しておきたい。 
時効研究会案第 171 条 1 項 
「時効に関しては，この法律その他の法律に別段の定めがある場合を除き，契約で法律の
規定と異なる定めをすることができない。」 






えよう」として，フランス法の特徴の 1 つとして自由と制限があることを指摘されている。 





















なお，同提案とあわせて，消費者契約法 10 条の 2 第 2 項として「消費者契約に基づく
消費者の事業者に対する債権の消滅時効期間は，契約で短縮することはできない。ただ
し，消費者に他の相当の手段が与えられ，又は合理的な別の期間が設定されることなどに








































































第 3 款 消滅時効期間の短期化と時効期間の合意による変更 
 以上のような提案に従って，消滅時効制度の総合的な見直しがなされることとなり，その
過程において，時効期間の短期化・統一化および合意による変更に関する議論も行われた。















31 第 12 回会議 山野目幹事・大島委員発言。 















 その後，部会資料 31 の「第 1 消滅時効 1 時効期間と起算点」において以下のような案
が提示された。 
 
第 1 消滅時効 
1 時効期間と起算点 
(1) 職業別の短期消滅時効（民法第 170 条から第 174 条まで）の廃止 
ア 民法第 170 条から第 174 条までの規定（短期消滅時効）は，削除するものとしてはどう
か。 












滅時効制度の存在理由について一定の見解を示している（第 12 回会議 山野目幹事発言）。 
35 第 12 回会議 能見委員発言。 
36 第 12 回会議 松本委員発言。 
37 第 12 回会議 岡田委員発言。 
38 第 12 回会議 中井委員発言。 
39 第 12 回会議 鹿野幹事発言。 
16 
 
できる時から 2 年間）の消滅時効を設けるものとする。 
【丙案】 消費者契約に基づく事業者の消費者に対する債権について，短期（例えば，弁済
期から 3 年間）の消滅時効を設けるものとする。 
(2) 債権の消滅時効における原則的な時効期間と起算点 債権の消滅時効における時効期間
と起算点の原則について，以下のような 考え方があり得るが，どのように考えるか。  
【甲案】 「権利を行使することができる時」という客観的起算点（民法第 166 条第 1 項参
照）を維持した上で，時効期間を比較的短期（例えば 5 年間）とする。  
【乙案】 債権者の認識等の主観的事情を考慮した起算点（主観的起算点） から始まる［3
年／4 年／5 年］という短期の時効期間と，「権利を行使 することができる時」という客観














がなされたが，第 34 回会議においても議論は錯綜したままであった。 
その後も時効期間と起算点の問題については，第 63 回会議，第 74 回会議，第 88 回会




40 第 34 回会議 大島委員発言。 
41 第 34 回会議 大島委員発言。 
42 第 34 回会議 佐藤関係官発言。 
43 第 34 回会議 能見委員発言。 
44 時効期間の統一化を巡る改正論議の動向については，草野元己「民法改正案における時効規定の検討―
―時効期間の統一化の問題を中心に」法律時報 88 巻 2 号（2016 年）107 頁以下に詳しい。 
45 加賀山茂「民法(債権関係)改正法案の問題点と修正の必要性(その 1)短期消滅時効を廃止し，保証人の


































46 齋藤・前掲注（26）663-666 頁。 
47 第 12 回会議 大島委員・奈須野関係官発言。 
48 第 12 回会議 新谷委員発言。 
49 第 12 回会議 木村委員発言。 
50 第 12 回会議 鹿野幹事・沖野幹事・高須幹事発言。 
51 第 12 回会議 道垣内幹事・岡委員・山本敬三幹事発言。 






 以上の議論を受け，部会資料 31 においては，以下のような案が示された。 
 










きる時から［1 年／6 カ月］以上，10 年以下でなければならないこと，②合意で定める起算
点は，債権を行使することができる時以後でなければならないことを併せて規定するもの
とする。  















53 第 34 回会議 岡田委員発言。 
54 第 34 回会議 安永委員発言（筒井幹事代読）。 























第 4節 フランス法を比較題材とする意義 













56 第 34 回会議 高須委員・岡委員発言。 





















































































を踏まえ，以下では，まず第 1 節においてフランス民法典制定時の理解を確認した後，第 2
節において時効期間の合意による変更に関する裁判例，また，第 3 節において時効期間の
合意による変更に関する学説を概観する。なお，その際には，短縮，直接的延長，間接的延
長に分けて概観することとする。そして，第 4 節において裁判例・学説の分析を行い，第 5
節にて本章の小括を行う。 
 
第 1節 フランス民法典制定時の理解 
1804 年フランス民法典制定に向けて議論が行われた立法院で時効の存在理由に関する説
明を行った Bigot de Préameneu は，仏民旧 2220 条（「時効は事前に放棄することができな
い。完成した時効は放棄することができる。」）の趣旨及び時効の存在理由から，時効期間の











なすものであるため，公けの法は私人の合意によって変更され得ない（Jus publicum pactis 





58 Fenet P.A., Recueil complet des travaux préparatoires du Code civil, 15 vols, Paris, 1827-1829, p.573. 
59 Fenet, supra note 58, p.577. 
60 Ibid. 法原則の翻訳に際しては柴田光蔵の『法律ラテン語格言辞典』（玄文社，1985 年）を参照した。 







となっていると理解できるため，Bigot de Préameneu の述べる通り，時効期間の合意によ
る変更は認められないこととなるのであろう。しかし，民法典の消滅時効に関する規定を大
幅に改正した 2008 年 6 月 17 日の法律によって，時効に関する合意が認められるにいたっ
ている。すなわち，仏民新 2254 条第 1 項は「時効期間は，当事者の合意によって短縮また
は延長され得る」として，原則 5 年とされる時効期間を合意により変更することを認める。





返還訴権，1 年毎または 1 年より短期の期間で定期的に支払うべきものに関する支払訴権に


















察―フランス法における『訴えることのできない者に対して時効は進行しない（Contra non valentem 
agere non currit praescriptio）』の意義（1）（２・完）」富大経済論集 54 巻 1 号,同 3 号，69-110 頁，461-

































63 Rapport fait au nom de la commission des Lois constitutionnelles, de législation, du suffrage universel, 
du Règlement et d’administration générale sur la proposition de loi de M. Jean-Jacques Hyset portant 
réforme de la prescription en matière civile, Par M. Laurent Béteille, Sénateur, no 83, Sénat, Session 
extraordinaire de 2007-2008, Annexe au procès-verbal de la séance du 14 novembre 2007
（http://www.senat.fr/rap/l07-083/l07-083_mono.html）2019 年 11 月 27 日閲覧。 
64 Ph. Malaurie, L.Aynès et Ph. Stoffel-Munck, Les obligations, 8e éd., LGDJ, 2016, no1203, p.707. 









第 2節 時効期間の合意による変更に関する裁判例 
第 1 款 時効期間の合意による短縮に関する裁判例 
（１）1930 年 7 月 13 日の法律（保険契約関連）制定以前の状況 
時効期間の合意による短縮を有効とするとの判断を破毀院として初めて示したのは，①
破毀院民事部 1853 年 2 月 1 日判決であるが，それ以前に，控訴院において時効期間の合意
による短縮に関する判断をしたものとしては，②パリ控訴院 1849 年 12 月 10 日判決と，③
ナンシー控訴院 1851 年 7 月 25 日判決の 2 つがある。まずは下級審においてどのような解
釈が展開されていたのかをみていく。 
②パリ控訴院 1849 年 12 月 10 日判決では，保険契約において設けられた「災害または直

















66 H., J. Et L. Mazeaud, Leçon de droit civil, TomeⅡ, 7e éd., par F. Chabas, Montchrestien, 1985, no1189, 
p.1194 etc.. 
67 CA Paris, 10 déc. 1849, D.1850. 2, p.40. 
































69 Inconnu, note sous CA Nancy, 25 juill.1851, D.1852. 2, p.67. 
70 仏民旧 1134 条第 1 項（2016 年 2 月 10 日のオルドナンスにより，現行民法典では 1103 条に規定され
る。）「適法に形成された合意は，それを行った者に対しては，法律に代わる。」 
71 Cass. civ. 1 fév. 1853, D.1853 1, p.77, note inconnu. 
72 Inconnu, note sous Cass. civ. 1 fév. 1853, D.1853 1, p.77. 





と規定しており，仏民 1660 条第 1 項は「買戻権は，5 年を超える期間について約定するこ
とができない」として，買戻権に関する期間を定めている。そして，この買戻権の期間に関
して Troplong は以下のように説明する。すなわち，「買戻特約付売買契約において，買戻































74 M.Troplong, De la prescription, ou commentaire du titre XX du livre III du code civil, T.1, 3éd., Paris, 
1838, no44, p.50. 































からであると述べる。以上の理由から Sarrut は短縮条項を認めてよいとする78。 




76 Cass. civ. 25 oct. 1893, D.1897, 1, p.5. 
77 Cass. civ. 4 déc. 1895, D.1896, 1, p.241, note L.Sarrut. 
78 Sarrut, note sous Cass. civ. 4 déc. 1895，D.1896，1，p.241. 















⑧セーヌ民事裁判所 1929 年 2 月 26 日判決は，仏民旧 1792 条81及び仏民旧 2270 条82が














1134 条の適用があるか，仏民旧 2220 条に抵触しないかという点であった。ここで考慮さ
 
80 P. Dupuich, note sous Cass. req. 15 nov. 1909, D.1911, 1, p.393. 
81 仏民旧 1792 条「有料で築造された建造物が，全部またはその一部につき，建造物または土地の瑕疵に
より朽ちた（périr）場合，建築家および請負人は，その瑕疵について 10 年間責任を負う。」（1972 年改正
前） 
82 仏民旧 2270 条「10 年が経過すると，建築家および請負人は自らの行ったもしくは指揮した本工事の保
証から解放される。」（1978 年改正前） 
83 TC Seine, 7e ch. 26 févr. 1929, Gaz. Pal. 1929, 1, p.783, note inconnu. 

















































となる。たとえば，保険会社は，海運に関する保険には 5 年（フランス商法典 432 条），陸
運に関する保険には 30 年（仏民旧 2262 条），不法行為には 30 年（仏民旧 2262 条）の消滅
時効期間が適用されるところ，これら期間を 1 年や 6 カ月へと短縮していた。このことに
ついて，破毀院は保険会社に有利な短縮条項は時効の事前放棄を禁ずる仏民旧 2220 条と両
立するものであり，債務者を早期に解放することにつながるため，なんら公序に反しないと
判断した。この判断は以下に述べる 1930 年 7 月 13 日の法律制定前まで一貫して維持され
ていたものである。 
 
（２）1930 年 7 月 13 日の法律の制定とその目的 











 1930 年法に関して議論した議会において報告を行った Godart と Perraud-Charmantier
によると，保険契約において 30 年の時効期間が主に 6 カ月へと大幅に短縮されていたこと
が問題視され，公序及び社会の平穏に基づく期間として，同法により 2 年の時効期間が定
められた89。 
また，彼らは，時効期間の合意による短縮を禁じた 1930 年法 26 条は絶対的公序（ordre 
 
86 附合契約の定義については，山口俊夫『フランス法辞典』（東京大学出版会，2002 年）124 頁を参照し
た。 
87 A. Colin et H. Capitant, Cours elementaire de droit civil français, T.2, 4éd., Paris, 1924, p.138 etc.. 
88 1930 年法 25 条「保険契約より生ずるあらゆる訴権は，その訴権を生じさせる保険事故（événement）
の時から 2 年で時効にかかる。」 
89 J.Godart et A.Perraud-Charmantier, Code des assurances commentaire pratique et complet de la Loi du 






また，Sicot と Margeat も，保険契約に関する訴権の時効期間が 2 年とされたのは，保険
会社が契約条項の中に短縮条項を盛り込むという濫用（abus）に対抗するためであると理解
する91。また，保険契約における消滅時効制度は，公序を理由に設けられたものであり92，
そして，1930 年法 2 条93に規定される合意により変更することのできる条文番号の中に同
法 25 条が含まれていないことから，同条の時効期間を 2 年とする規定は強行規定であると
して，時効期間に関する合意の余地は認められないと評価する94。 

















えられる。そのことも考慮して，1930 年法は保険契約に適用される時効期間を 2 年とした
上で，時効期間の合意による変更を禁止し，両者の利益を調整したと理解することができる。 
 
90 Godart et Perraud-Charmantier, supra note 89, no559, p.304. 
91 L. Sicot et H. Margeat, Précis de la loi sur le contrat d’assurance, 4éd., Paris, 1962, no 251, p.161. 
92 Ibid. 
93 1930 年法 2 条 
「この法律の時効を合意により変更することはできない。ただし，当事者に単純な権能を与える， 6，
10，23，30，31，32，33，34，36，38，40，41，50，51，52，65，70，73，74 条は除く。」 
94 Sicot et Margeat, supra note 91, no261, p.166. 
















⑨破毀院民事部 1950 年 1 月 31 日判決96では，セーヌ商事裁判所にてベルギー銀行
（Bergens Privatbank）の担当者（清算人：liquidateur）がペトログラード商業国際銀行

















⑩ペリグー民事裁判所 1954 年 7 月 6 日判決98では，満期を 1 年とする定期金及び終身定
 
96 Cass. civ., 31 janv. 1950, D.1950, p.261, note P. Lerebours-Pigeonnière. 
97 P. Lerebours-Pigeonnière, note sous Cass. civ., 31 janv. 1950, D.1950, p.261. 










効であり，本件における訴権は 5 年の時効期間に服するとした。 
 











最後に，近時のものとして，⑫破毀院商事部 2004 年 7 月 12 日判決が挙げられる。Y1 社
が変圧器の輸送及び設置を訴外 A 社から依頼され，設置作業をしている最中に，重大なフ
ォート100により変圧器に損害を負わせた。この損害につき X 社が Y１社に代わり，A 社に
賠償した。その後，A 社の権利について代位する X 社が Y1 社に損害の填補（réparation）
を求めたところ，Y1 社が，契約条項に規定される短縮された時効期間がすでに満了してい
ると主張した。その後，Y1 社は Y2 社が担保責任者であるとしたため，X 社は Y2 社に対し
ても賠償を求めた。本件につき原審は，Y1 社の消滅時効の主張を認めず，Y1 社の重大なフ













































101 Cass. com., 12 juill. 2004, D.2004, p.2296, note P. Delebecque. 






















ないが，旧フランス時効法の議論においては，⑬コンセイユ・デタ 1881 年 1 月 3 日決定103
が挙げられる。本件は，フェールの町が公共の畜殺場の建物及び壁の欠陥について建築者の
相続人らに責任追及したことに対し，相続人らが，被相続人たる建築者が 20 年間責任を負
うと約束したことは仏民旧 1792 条及び同旧 2270 条が定める建築者及び請負人の責任に関







及び同旧 2270 条に規定される期間は当事者が合意により延長することができる，と。 
その後，以上の⑬決定を受けて，同事件につき⑭破毀院民事部 1882 年 8 月 2 日判決は，
「この 10 年の期間は訴権行使期間であると同時に保証期間でもある。それゆえ，コンセイ
 
103 C. d’Etat, 3 janv.1881, D. 1882. 3. p.119. 










































































107 Cass. req., 22 juin 1853, D. 1853, 1, p.302. 





その後，⑮判決を先例とする⑯トゥールーズ控訴院 1868 年 5 月 18 日判決109では，時効
の事前放棄を禁ずる仏民旧 2220 条と合意による停止の関係について言及がなされた。本件
では，配偶者のいる A とその者の姉（妹）であり配偶者をなくした B との間で交わされた
仲裁契約の以下の条項の有効性が争われた。すなわち，「仲裁が何らかの原因により成立し























ナンシー控訴院 1889 年 11 月 16 日判決が挙げられる。本件では，本来，「地役権は 30 年の
不行使によって消滅する」（仏民 706 条）とされるところを，承役地の所有者 A と要役地の





109 TC Toulouse, 18 mai 1868, D. 1868. 2, p.108, note inconnu. 







また，時期に開きがあるが，⑱破毀院民事部 1968 年 3 月 13 日判決112においても時効の
合意による停止が認められることとなる。本件の事案は以下のとおりである。X らが A に
抵当権実行のために預託した金銭につき，Y（保証組合：caisse garantie）がこれを保証した。
その後，X らは，A に対して当該金銭の返還を請求するため，1960 年 3 月 29 日，同月 30
日に，A に対して書留書簡（lettre recommandée）を送付した。その後，X らは，Y に対し
てその旨を通知した。これに対し，1960 年 5 月 27 日，Y は以下のように回答した。すなわ
ち，「X らに対して開かれた暴利に関する審理の終了の時まですべての支払いを延期する理
由があり，そして，1962 年 10 月 10 日，免訴の決定をもたらすだろう」。その後，1964 年
に X らの内 1 名が Y を裁判所に呼び出した。これにつき破毀院は以下の各点を指摘した。





















111 CA Nancy, 16 nov. 1889, Gaz. Pal. 1890, 1, p.45, S., 91. 2. 161, note Lyon-Caen. 
112 Cass. civ., 13 mars 1968, Gaz. Pal. 1968.1. p.380, note inconnu. 








第 3節 時効期間の合意による変更に関する学説 






まず，Baudry=Lacantinerie と Tissier は，消滅時効は債務を弁済した債務者を証拠保全
の負担から解放するものであるとする。また，債務を弁済していない者が解放され得るとし
ても，債務者は時効期間の経過をもって債権者が権利を放棄し，または，債務を免除したも
のと考え得ると述べる。その上で，Bigot de Préameneu の考えを引用し，民法のあらゆる
制度の中で，時効は社会秩序にとって最も必要なものであるため，私人の権利が侵害され得
るとしても社会秩序の維持のために，私人の権利は譲らなければならないと述べる114。 















114 G.Baudry=Lacantinerie et A. Tissier,Traité théorique et pratique de droit civil : De la prescription, 
Paris, 1895, no 27, p.19. 
115 Baudry=Lacantinerie et Tissier, supra note 114, no 98, p.65. 





旧 1134 条により尊重されるとの考えであると理解することができる。 

























117 Ch. Aubry et Ch. Rau, Cours de droit civil français, par Étienne Bartin, 5éd., Paris, 1922, p.529. 
118 Aubry et Rau, supra note 117, p.533. 
119 Colin et Capitant, supra note 87, p.131. 
120 Colin et Capitant, supra note 87, p.138. 
121 フランス商法典旧 108 条第 1 項（2000 年 9 月 21 日削除）「運送契約において輸送人により引き起こさ
れ得る損傷（avaries），損害（pertes），遅滞（retard）に関する訴権は，詐害（fraude）または不誠実
（infidélité）の場合における損害（préjudice）の場合を除いて，1 年で時効にかかる。」 
122 Colin et Capitant, supra note 87, p.138. 
123 L.Guillouard, Traité de la prescription, Paris, 1900, no 323, p.295. 





































125 T. Huc, Commentaire théorique & pratique du code civil, T.14, Paris, 1902, no 323, p.394. 





































127 G. Marty et P. Raynaud, Droit civil, T.2, Paris, 1962, no 858, p.861. 




































129 H. Mazeaud et al., supra note 66, no 1166, p.1174. 
130 H. Mazeaud et al., supra note 66, no 1192, p.1198. 






















































関する期間として 10 年の期間を設ける仏民旧 1792 条及び同旧 2270 条の期間を延長する
合意は有効であるとする。また，弁済の推定（présomption de paiement）133を根拠とし，債
務者の解放を確立するために債務者に欠けている権原を補い，そして，債務者に二重弁済を
回避させる仏民旧 2271 条から同旧 2273 条に定められる短期消滅時効に関し，債務の発生
時に書面をもってその債務を承認することで短期消滅時効期間を排除し（soustraire），普通
時効期間（30 年）に服せしめることができるとも述べる134。 




131 なお，仏民新 2254 条第 3 項では時効期間の合意による変更が認められない訴権が列挙されているが，
それらは仏民旧 2277 条の訴権がそのまま規定されたものである。 
132 仏民旧 2271 条「学芸の師匠及び教師の，その者が月決めで行う授業についての訴権〔及び〕ホテル業
者及び飲食業者の，その者が供する宿泊及び飲食物に基づく訴権は，６カ月で時効にかかる。」 











弁済を受けていないとの反対証拠により覆すことのできるものである。（Fenet, supra note 58, p.595.） 








らと同じく，仏民旧 1792 条及び同旧 2270 条に規定された短期消滅時効を挙げる。 
Huc は，Baudry=Lacantinerie らと Guillouard の先の見解を引用し，同様に，仏民旧 1792
条及び同旧 2270 条の場合において，時効期間の合意による延長が認められるとする136。 
Colin らは，通常であれば早期に支払われるものであるというその性質を考慮して，単な
る推定をもたらすにとどまるとされる短期消滅時効についても，仏民旧 2220 条の適用があ





















推定を根拠とするとされる仏民旧 2271 条から同旧 2273 条に規定される短期消滅時効期間
や，保証としての性質を有すると解される建築者・請負人の負う瑕疵担保責任の期間が挙げ
 
135 Guillouard, supra note 123, no 322, p.293. 
136 Huc, supra note 125, no 322, p.392. 









 第 3 款 時効期間の合意による間接的延長 
（１）学説 























138 Baudry=Lacantinerie et Tissier, supra note 114, no 63, p.47. 
139 仏民旧 2248 条「時効は，債務者又は占有者が行う時効取得の相手方の権利の承認によって中断す
る。」 
140 Baudry=Lacantinerie et Tissier, supra note 114, no 63, p.47. 
























以上みてきたように，Baudry＝Lacantinerie ら，Colin ら，Guillouard は，破毀院及び控








142 Guillouard, supra note 123, no 322, p.293. 
143 Colin et Capitant, supra note 87, p.137. 
144 Planiol et Ripert, supra note 126, no 1350, p.763. 
145 Marty et Raynaud, supra note 127, no 867, p.869. 
そのほか，Mazeaud ら（H. Mazeaud et al., supra note 66, no 1192, p.1198.）や Terré ら（Terré et al., 

























































































































































147 西島梅治『保険法』（筑摩書房，1975 年）118 頁，大森忠夫「保険金請求権の消滅時効期間の始期」













































かった。 しかしながら，2008 年 6 月 17 日の法律により，フランス時効法に関して大幅な









第 1節 2008年時効法改正の趣旨と議論 












148 仏民新 2254 条第 1 項「時効期間は，当事者の合意によって短縮または延長され得る。ただし，1 年未
満に短縮，または 10 年を超えて延長することはできない。」 
 同条第 2 項「当事者は，合意によって時効の中断または停止事由を追加することができる。」 
 同条第 3 項「賃金，定期金，定額小作料，扶養定期金，賃料，賃借人の負担費用または貸金利息に関す
る支払訴権または返還訴権，1 年毎または 1 年より短期の期間で定期的に支払うべきものに関する支払訴
権については，前 2 項の規定は適用されない。」 
149 Pierre Catala, Avant-Projet de reforme du droit des obligations (Articles 1101 à 1386 du Code civil) et 
du droit de la prescription (Articles 2234 à 2281 du Code civil) p.171, 
http://www.justice.gouv.fr/art_pix/RAPPORTCATALASEPTEMBRE2005.pdf, pp.171-184. 









ワ156,157にならって 3 年とすべきであるとの提案がなされていた158,159。 
 次に，（2）期間の多様性についてである。草案の趣旨説明によると，改正前民法典におい
ては，時効期間に関する規定は多岐にわたっており，3 カ月，6 カ月，1 年，2 年，3 年，4







150 仏民旧 2262 条 
「すべての訴権は物的であれ人的であれ，30 年で時効にかかる。」 
151 Planiol et Ripert, supra note 126, no1329, p.737 ; H. Mazeaud et al., supra note 66, no 1173, p.1179 ; A. 
Bénabent, Droit des obligations, 6e éd., 1997, no 893, p.541 ; Terré et al., supra note 65, no1477, 
p.1391, etc.. 
152 ドイツ債務法 195 条「通常の消滅時効期間は，3 年である。」 
153 ドイツの消滅時効制度については，齋藤由起「ドイツの新消滅時効法―改正時の議論を中心に」金山
（直）編・前掲注（9）156-164 頁，半田吉信「新しい時効体系とドイツにおける学説，判例の展開
（１）（２・完）」駿河台法学 29 巻 2 号（2016 年）212-140 頁，同 30 巻 1 号（2016 年）146-53 頁など
に詳しい。 
154 ヨーロッパ契約法原則 14 : 201 条「一般の時効期間は，3 年である。」 
155 ヨーロッパ契約法原則上の消滅時効については，野々村和喜「時効法改革とヨーロッパ契約法原則
（PECL）第 14 章――分析と紹介」同志社法学 59 巻 4 号（2007 年）1885-1924 頁，鹿野菜穂子「ヨー
ロッパ契約法原則およびユニドロワ国際商事契約原則における時効」金山（直）編・前掲注（9）183-187
頁に詳しい。 
156 ユニドロワ国際商事契約原則 2004 第 10.2（1）「一般時効期間は，債権者の権利を行使可能にする事




り，または知るべきであった時から，5 年で時効にかかる。」として，一般期間は 5 年とされた。 
159 Avant-projet, supra note 149, p.173. 
160 Avant-projet, supra note 149, p.171. 
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カタラ草案 2235 条第 2 項は「時効期間は，当事者または法定代理人の合意によって短縮ま




説明がなされていた。具体的な場面としては，以下の 2 例が挙げられていた。1 つは，これ
まで保険会社に対する保険金請求権の消滅時効期間は 2 年とされていたものが，3 年に延び
ることになると，保険会社にとっては不利益な改正になるため反発が起きるというもので

















162 Avant-projet, supra note 149, p.171-172. 
163 Avant-projet, supra note 149, p.174. 
164 以上の改正趣旨については，金山（直）・香川・前掲注（9）165 頁以下に詳しい。 
165 Rapport du groupe de travail de la Cour de cassation Sur l’avant-projet de réforme du droit des 
obligations et de la prescription 15 juin 2007.
（https://www.courdecassation.fr/institution_1/autres_publications_discours_2039/discours_2202/groupe
_travail_10699.html）2019 年 11 月 27 日閲覧。 
166 齋藤・前掲注（26）199-200 頁においても紹介されている。 
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縮，または 10 年を超えて延長することはできない。」，同条第 2 項に「当事者は，合意によ
 
167 仏民旧 2220 条「時効は事前に放棄することができない。完成した時効は放棄することができる。」 
168 Rapport no 83, supra note 63. 
169 Rapport fait au nom de la commission des lois constitutionnelles, de la législation et de l’administration 
générale de la république sur la proposition de loi(no 433), adoptée par le sénat, portant réforme de la 
prescription en matière civile, par M. Émile BLESSIG, Assemblée Nationale, No847
（http://www.assemblee-nationale.fr/13/rapports/r0847.asp）. 
2019 年 11 月 27 日閲覧 
170 Rapport fait au nom de la commission des Lois constitutionnelles, de législation, du suffrage universel, 
du Règlement et d'administration générale (1) sur la proposition de loi, MODIFIÉE PAR L'ASSEMBLÉE 
NATIONALE, portant réforme de la prescription en matière civile, Par M. Laurent BÉTEILLE, Sénateur, 
no 358, Sénat, Session ordinaire de 2007-2008, Annexe au procès-verbal de la séance du 28 mai 2008
（https://www.senat.fr/rap/l07-358/l07-358_mono.html）. 





返還訴権，1 年毎または 1 年より短期の期間で定期的に支払うべきものに関する支払訴権に
ついては，前 2 項の規定は適用されない171。」との規定が置かれることとなった。また，こ
れらに加え，消費法典 L. 137-1 条（現 L.218-1 条）に，「民法典 2254 条の例外として，事
業者と消費者の間での契約において両当事者はたとえ合意があったとしても時効期間を変
更することも，時効の停止事由，中断事由を追加することもできない｡」との規定が設けら
れ，また，保険法典 L. 114-3 条に「民法典 2254 条の例外として，保険契約において両当
事者はたとえ合意があったとしても時効期間を変更することも，時効の停止事由，中断事由


















































第 2節 改正後の議論の動向 
以上のような経緯から 2008 年 6 月 17 日の法律により，仏民新 2254 条に時効期間の合
意による変更に関する規定が設けられた。しかしながら，先にも指摘した通り，改正前の裁
 
172 各国の時効期間の合意による変更については，鹿野・前掲注（23）52-62 頁に詳しい。以下の PECL
および BGB の条文訳もそれに依拠するものである。 
ヨーロッパ契約法原則第 3 部 14 : 601 条 
１ 時効の要件は，時効期間を短縮しまたは延長するなど，当事者間の合意によって変更することができ
る。 
２ 前項の規定にかかわらず，時効期間は，14 :203 条に定める起算日から 1 年未満に短縮し，または 30
年を超えて伸長することはできない。  
173 ドイツ債務法 202 条 
１ 消滅時効は，故意による責任の場合は，法律行為によりあらかじめ容易にすることはできない。 
２ 消滅時効は，法律行為により，法定の起算日から 30 年の時効期間を超えて伸長することはできな
い。 


































175 Y. Buffelan-Lanore et V. Larribau-Terneyre, Droit civil Les obligations, 15e éd., Sirey, 2017, no725, 
p.237, etc.. 
176 J.Flour, J.-L. Aubert et E. Savaux, Droit civil Les obligations 3.Le rapport d’obligation, 8e éd., Sirey, 
2013, no478, p.443, etc.. 
177 B. Fauvarque-Cosson et J. François, Commentaire de la loi du 17 juin 2008 portant réforme de la 
prescription en matière civile, Dalloz, 2008, no25, p.2519-2520 ; P. Hoonakker, La disposition de la 

































obligations, 9e éd., LGDJ, 2016, no582, p.490, etc. 
178 Ph. Stoffel-Munck, La prescription extinctive. Le rôle de la volonté, La prescription extinctive Études de 
droit comparé, 2010, p.398. 
179 L. Leveneur, La faculté d’aménagement de la prescription en matière civile in La réforme de la 
prescription en matière civile : le chaos enfin régulé ?, Dalloz, 2009, pp.65-77. 
180 A. Guégan, La nouvelle durée de la prescription : unité ou pluralité ?  in La réforme de la prescription 





































181 Stoffel-Munck, supra note 178, p.398. 
182 Malaurie et al., supra note 64, no1201, p.706.  




































































る仏民新 2254 条に関して，いかなる点で訴訟が起こっているのかを整理する。 
 
（２）近時の裁判例 




185 Guégan, supra note 180, p.23. 
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間を 1 年より短くする合意は認められない」として，銀行の主張を斥けた。 
 
㉑ドゥエー控訴院 2015 年 2 月 20 日判決188 
フランス国内における営業販売のために雇用された従業員（以下，元従業員とする）が成
績不振を理由に解雇されたことを受け，使用者に対して賃金や損害賠償を求めたところ，使
用者は，自社との契約においてはオランダ労働法が適用され，同法 677 条 5 項に規定され
ている「賃金に関するあらゆる訴権は 6 カ月の経過により時効にかかる」との規定により，
元従業員の請求は認められないと反論した。これに対して，元従業員は，フランス法の適用
を主張し，仏民新 2224 条189，同新 2254 条を根拠に 6 カ月で時効にかかるとする条項はフ
ランス法の強行規定に抵触するものであるため認められないと主張した。裁判所は，1980
年 6 月 19 日のローマ条約において準拠法の選択が当事者にゆだねられていること等を理由
 
186 CA Aix-en-Provence, 30 mai 2013, JurisData : 2013-022581. 
187 Cass. Com., 15 oct. 2013, JurisData : 2013-022802. 
188 CA Douai, 20 fév. 2015, JurisData : 2015-006116. 







㉒コルマール控訴院 2015 年 10 月 7 日判決190 
 銀行と顧客との契約において，「利息（intérêt），手数料(commission)，費用（frais），附












法典の適用があり，消費法典 L.137-1 条（現 L.218-1）条は仏民新 2254 条の適用を排除し
ている。そのため，当該契約における時効期間は仏民新 2224 条に従って 5 年とされ，フラ
ンス郵政公社が自身に対する責任訴権の時効期間を 6 カ月とした条項は無効である。 
 




性が争われた。この契約条項の有効性につき裁判所は，仏民新 2254 条第 1 項により当事者





190 CA Colmar, 7 oct. 2015, JurisData : 2015-022596. 
191 CA Monpellier, 25 nov. 2015, JurisData : 2015-028748. 
192 第 17 条 調査請求「1 郵政庁は，調査請求が，郵便物の差出しの日の翌日から起算して 6 か月以内
に提出されることを条件として，自国の郵政庁または他の郵政庁の業務として取り扱った郵便物に関する
調査請求を受理する義務を負う。」 
193 CA Lyon, 25 mars 2016, JurisData : 2016-005647. 
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㉕破毀院商事部 2016 年 3 月 30 日判決194 
X 会社が公認会計士の任務懈怠により生じた損害の賠償を当該公認会計士の所属する Y
会社に求めた。これに対し，Y 会社は，本件損害は X 会社の監査役と Y 会社の代理人が参
加した会議の日である 2010 年 5 月 26 日の時点で明らかとなっているため，訴権消滅期間
の起算点はその日となる。そして，契約条項には，賠償請求は損害の発生を知った日から 3
か月以内に行わなければならないと定めてあるため，X 会社が賠償請求をした 2011 年 6 月
1 日には，当該期間はすでに満了しており，X 会社の請求は認められないと主張した。この
主張に対して，X 会社は，3 か月という期間はあまりに短い期間であり，仏民新 2254 条第
1 項に違反していると反論した。これにつき破毀院は，損害を知ってから訴えるまでの期間
については，有効な期間があったと認められなくはなく，また，本件期間は訴権消滅期間
（forclusion）であるため，仏民新 2254 条の適用はないと判示した。 
 

























































































 A が B に対して 1000 万円の貸し付けを行った際，AB 間で本件貸付により生じる A の貸
金返還請求権の時効期間を 2 年と定め，弁済期は貸し付けより 6 カ月後とした。本件貸付
から 1 年後，A が C に当該債権を譲渡した。この債権譲渡から 2 年が経過した後，C が B
に対して弁済を求めたところ，B は AB 間で定めた 2 年の時効期間がすでに経過していると
して，消滅時効を援用した。 
 このとき問題となるのが，債権譲渡があった場合に，譲受人である C が時効期間に関す
る取り決めに従わなければならないかという点である。C が仮に AB 間の取り決めにつき悪
意であれば，B の時効の援用を認めてもいいと思われるが，問題は C が善意であったとき
 
















































































第 4章 時効期間と訴権消滅期間（forclusion）の峻別―合意の対象の明確化 








第 1節 訴権消滅期間（délai de forclusion）の概要 





















197 Avant-projet, supra note 149 ; Fauvarque-Cosson et François, supra note 177, no36, p.2512 など，草案
の趣旨説明や改正後の時効法概説を行った論文においても引用されるなど，Bénabent の同論文が改正に
与えた影響は大きいといえると思われる。 





















例として，破毀院全部会 1977 年 1 月 14 日判決において，航空運送業者に対して訴えるた












201 Bénabent, supra note 198, p.131. 
202 具体的には，仏民旧 1648 条の短い期間《bref délai》は予定期間ではないが，建物建築請負人の責任
の 10 年の期間は予定期間であるとの説明がなされている。 
203 A.P. 14 janv. 1977, D.1977, 89. 
204 破毀院商事部 1972 年 3 月 14 日判決について破毀院商事部 1991 年 10 月 10 日判決によって，営業財
産の販売（vente）を非難する（attaquer）ための 1 年の期間について方向転換（revirement）が行われ
た。 






時的なるも，抗弁の提起に対しては永久的なり。“Quae temporalia sunt ad agendum, 
perpetua sunt ad excipiendum.”207」の法原則（règle）を免れるが，これについて 2 つの方向
性を示す裁判例を見つけることができるともする。さらに，両期間は停止することができな































る弁済の催告を指す。（山口・前掲注（86） 89 頁。） 





































210 Avant-projet, supra note 149, p.171-172. 































212 Recommandation no16 : poser le principe de la soumission des délais dits de forclusion ou préfix au 
même régime que délais dits de prescription, tout en conservant au cas par cas des règles spécifiques. 
213 Rapport no 83, supra note 63. ２「Spécifier que les délais de forclusion ne sont pas soumis au régime de 






216 Rapport no433, supra note 169. 
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2241 条217や強制執行による時効の中断を定めた仏民新 2244 条218が挙げられる。他方，訴
権消滅期間満了について裁判官は職権でこれを援用することができるとしたり，起算点が
固有の規定によって別途定められている点では，訴権消滅期間に特有の制度が存在するこ
ととなる219。ただし，Fauvarque-Cosson と François が 2008 年 6 月 17 日の法律の時効法




















217 仏民新 2241 条第 1 項 
「レフェレと同じく裁判上の請求は，時効期間および訴権消滅期間を中断する。」 
218 仏民新 2244 条 
「時効期間または訴権消滅期間は，強制執行によっても中断する。」 
219 C. Biguenet-Murel, Dictionnaire de la prescription civile, Editions Francis Lefebvre, 2010 p.202-203. 
220 Fauvarque-Cosson et François, supra note 177, no 36, p.2516. 
221 Rapport no 433, supra note 169 ; Fauvarque-Cosson et François, supra note 177, no 36, p.2517. 
222 T. civ. Seine, 7e ch. 26 fév. 1929, Gaz. Pal. 1929, 1, p.783 ; T. civ. Périgueux, 6 juill. 1954, Gaz. Pal. 
1954. 2. p. 278, etc.   
  Baudry=Lacantinerie et Tissier, supra note 114, no 98, p.67 ; Marty et Raynaud, supra note 127, no 867, 
p.869, etc. 
223 Baudry=Lacantinerie et Tissier, supra note 114, no 65, p.49.  
224 起算点や時効の中断・停止，期間を変更する合意があったとしても，あらゆる訴権は債務が発生した
後 10 年で時効にかかる。 































226 2008 年法改正の最大の目的は 30 年という長すぎる一般の時効期間の短期化であったところ，合意に
より従来のような期間を設けることができてしまうと改正の趣旨が没却されるため，10 年が最長期間と
されたと考えられる。 
227 仏民新 2219 条 
「消滅時効は一定期間の権利者による権利不行使により生じる権利の消滅の態様である。」 
228 Rapport no 83, supra note 63. 
229 Biguenet-Maurel, supra note 219, p.244. 具体例として，完璧な完成，建造者（constructeur）の良い
働きの 10 年の保証の及ぶ範囲を締め出し，または制限することを目的とする条項を定めることは禁止さ











第 2節 訴権消滅期間の合意による変更に関する判例・学説 
 第 1 款 訴権消滅期間の合意による変更に関する判例 







㉖破毀院商事部 2016 年 1 月 26 日判決232 
2004 年 11 月 2 日，A 銀行が B 会社に融資（2006 年 9 月 30 日まで）を行い，C を連帯
保証人とした。A 銀行と C との契約においては，「融資の終了の時から 2 年間，A 銀行は C
に対して訴えることができる」とされており，証書（acte）は 2 年の期間は支払いの債務の
名目で保証人に対して訴えることを銀行に認めるために定められたものであることを明確
にしていた。2011 年 5 月 27 日，A 銀行は保証契約に従い，C の給与を差し押さえたとこ
ろ，C は，2008 年 9 月 30 日に期間が満了しており，自身の債務は存在しないと主張した。
これにつき原審は A 銀行の請求を認め，保証人の賃金の差押えを許可した。原審によると，
保証人 C が A 銀行に支払訴権を与えることを認めるための 2 年の延長された貸借の期間の
ために約束した条項は，時効期間の合意による変更を構成していて，この期間は仏民旧 2246





231 Bénabent（A. Bénabent, Droit des obligations, LGDJ, 2017, 16e édition, no863 p.664-665.）や Terré
（F. Terré, Ph. Simler, Y. Lequette et F. Chénedé, Droit civil Les obligations, 12e éd., Dalloz, 2019, no1765 
p.1836.）といった主要テキストや時効法について概要をまとめた Mignot（M. Mignot, Prescription 
extinctive.-Dispositions générales, JCI, Fasc. 10, 2017,no123.）も㉖判決を取り上げるにとどまっている。
なお，㉖判決を踏襲したものとして，㉕商事部 2016 年 3 月 30 日判決が位置付けられている。 











































第 2 款 訴権消滅期間の合意による変更に関する学説 














235 Cass. 3e civ., 2 juin 2016, JurisData : 2016-010657.  
概要：X 夫妻は 2009 年 10 月 13 日，Y に区分所有の形で面積 131,07 ㎡の不動産を売却した。しかし，Y
が測量士（géomètre-expert）に依頼して測定したところ，105,10 ㎡しかなかった。そこで Y は 2010 年 6
月 24 日，29 日，X 夫妻を呼び出し，また X 夫妻は不動産の免責について調査した A 会社そして不動産コ
ンサルタントの B 会社，そして不動産仲介業者を呼んだ。2010 年 10 月 7 日のオルドナンスによりレフェ
レの裁判官は不動産の測量をする鑑定士を指名した。その後，鑑定士が行った測量の結果について記され
た 2011 年 2 月 8 日の報告書によると，面積は 104,7 ㎡であることが明らかとなった。そこで，同年 10
月 11 日，Y は X 夫妻に対して不動産の価格の減額請求を行った。これに対し，X 夫妻は 1965 年 7 月 10
日の法律第 46 条に規定されている減額訴権の 1 年の期間が経過しているため，Y の請求は認められない
と反論した。争点は，当該期間に対し時効の停止の規定の適用があるか否かであった。 











237 主なものとして Terré et al., supra note 231, no1765, p.1836. ; Malaurie et al., supra note 64, no1223, 
p.715.が挙げられる。 

































239 F. Rouvière, La distinction des délais de prescription, butoir et de forclusion, LPA, 2009,p.3-4.
（https://hal.archives-ouvertes.fr/hal-01141901/document） 
240 Rouvière, supra note 239, p.4. 
241 Rouvière, supra note 239, p.7. 
242 Mignot, supra note 231, no112. 
243 R. Cabrillac, Dictionnaire du vocabulaire juridique 2020, LexisNexis, 11eéd., 2019, p.265.  



























245 Balat, supra note 233, p.46. 
なお，訴権消滅の条項または合意による訴権消滅の問題について何が次の段階となるであろうか述べた上









職権による処理を定めており，それは公序の性質を有するであろうとする。Rouvière, supra note 239, p.8. 



































間であるとしている。（Mignot, supra note 231, no112.） 
249 Mignot, supra note 231, no112. 
250 P. Cagnoli, Cautionnement- La clause qui fixe un terme au droit d’agir du créancier institue un délai de 














































































第 5章 フランス法のまとめと日本法への示唆 
第 1節 フランス法の議論のまとめ 
 これまで，フランス時効法における時効期間の合意による変更に関する議論を考察して
きた。以下では，時効期間の合意による変更の可否における判断要素を整理していく。 
 2008 年時効法改正以後，5 年の消滅時効期間を基本とした上で，仏民新 2254 条は当事者





























251 Cass. civ. 16 janv. 1865, D.1865, 1, p.12. 



















2220 条を根拠としていたが，改めて同旧 2220 条が引用されている，もしくは，時効制度の
維持そのものが根拠とされている場面を整理すると，仏民旧 2220 条が維持を目指す「公序」
である，永遠の訴権を認めず，債務を弁済した者を証拠保全の負担から解放することであっ















253 Colin et Capitant, supra note 87, p.137. 
























































 フランスにおいては，裁判例をみると 19 世紀半ばから時効期間の合意による変更が行わ
れてきたが，特に当初は保険契約の場面において行われてきたという特徴がある。当時の民




































































































































259 岡松・前掲注（11）373-374 頁。 











































































263 穂積・前掲注（11）444 頁。 
264 於保・前掲注（11）291-292 頁。 





































266 我妻・前掲注（2）452-453 頁。 
267 舟橋・前掲注（16）171-172 頁。 





































269 幾代・前掲注（11）548-549 頁。 
270 金山（直）・前掲注（19）233-234 頁。 





































272 潮見・前掲注（2）264-265 頁。 





































274 鹿野・前掲注（23）52-62 頁。 
275 鹿野・前掲注（24）261 頁以下，特に 282-283 頁。 





































277 佐久間・前掲注（2）393-395 頁。 
278 佐久間・前掲注（2）393-395 頁。 











































































280 金山（直）・前掲注（19）233-234 頁。 
281 河上・前掲注（20）529 頁。 






































ンスにおける議論を参考に」法と政治 69 巻 2 号Ⅱ（2018 年）165-1167 頁などが挙げられる。 

































285 岡松・前掲注（11）373-374 頁，中島・前掲注（11）812-813 頁，穂積・前掲注（11）444 頁。 
286 鳩山・前掲注（11）595-596 頁，我妻・前掲注（2）452-453 頁，星野・前掲注（2）289 頁，幾代・
前掲注（11）548-549 頁，加藤・前掲注（11）393 頁，潮見・前掲注（2）264-265 頁など。 
287 岡松・前掲注（11）373-374 頁，中島・前掲注（11）812-813 頁，穂積・前掲注（11）444 頁。 
288 我妻・前掲注（2）452-453 頁，星野・前掲注（2）289 頁，幾代・前掲注（11）548-549 頁，加藤・
前掲注（11）393 頁，潮見・前掲注（2）264-265 頁など。 


























旨主張されていた294。たとえば，第 12 回会議において新谷委員は，労働基準法 115 条に規






290 幾代・前掲注（11）548-549 頁。 
291 星野・前掲注（2）289 頁。 
292 金山（直）・前掲注（19）233-234 頁，潮見・前掲注（2）264-265 頁，鹿野・前掲注（24）282-283
頁。 
293 四宮・能見・前掲注（3）489-490 頁。 


























295 第 12 回会議 新谷委員発言。 
296 河上・前掲注（20）529 頁，金山（直）・前掲注（19）233-234 頁 
297 第 12 回会議 沖野幹事発言。もっとも沖野幹事は，すべての場合を法律で規定することは困難である
ともしており，一定の制限を設けることが必要であるとも指摘している。 
298 第 12 回会議 大島委員発言。 
299 たとえば近時の先行研究としては，新井敦志「日本民法の除斥期間に関する予備的考察㈠（二）・完-
消滅時効との比較を通して-」立正法学論集 38 巻 1 号（2004 年）35-53 頁，同 38 巻 2 号（2005 年）63-
97 頁や，椿・三林・前掲注（8），平野裕之「除斥期間と時効の競合をめぐる二つの問題点の考察 : 担保
責任の期間制限及び商法七九八条をめぐって」名古屋大学法政論集 254 号（2014 年）95-123 頁などが挙
げられる。 
300 ドイツ法に関するものではあるが，大川謙蔵「ドイツにおける消滅時効と除斥期間の関係についての








































301 鹿野・前掲注（23）52 頁。 






































303 鹿野・前掲注（23）57 頁などにおいても当事者の意思による処分可能性について言及されている。 
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第 6章 おわりに 






































































 さらに，時効期間と類似する期間との区別という点に関していえば，改正民法 637 条に
規定された請負の担保責任の期間制限に関する 1 年の通知期間の性質について，時効期間
であるのか，除斥期間であるのか，それともこれらとは異なる期間であるのかという問題が
113 
 
ある。とりわけ当該期間が時効期間でなく，フランス法でいうところの訴権消滅期間に近い
ものとなってくると，当事者の合意の自由の幅が広がることになり得る。そのため，今後は
合意の対象となりうる期間であるのかについて研究を進めたい。 
くわえて，フランス法では，時効期間の合意による変更が取得時効や契約外責任の場面に
おいても機能すると言及する学説が存在していたが，これまで日本法ではそのような場面
に関してはほとんど議論がなされず，合意の対象は一般的な消滅時効の場面に限定されて
きたように思われる。今後は，私的自治との関係も含め，時効期間の合意による変更がいか
なる場合において機能を発揮するのか，他の適用場面の可能性についても模索したい。 
 以上のように，時効期間の合意による変更に関する問題は多岐にわたるが，本稿において
示した判断要素を基に分析を行うことで，これら問題についても 1 つの方向性を提示でき
るかもしれない。今後はこれら問題点についての研究に取り組み，消滅時効制度と私的自治
の関係を明らかにしたい。 
